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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業

大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 



 
 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

日本産業規格（案）       JIS 
 X 25019：0000 
 (ISO/IEC 25019：2023) 

システム及びソフトウェア技術－システム及びソフ

トウェア製品の品質要求及び評価（SQuaRE）－利

用時品質モデル 
Systems and software engineering － Systems and software Quality 

Requirements and Evaluation (SQuaRE) － Quality-in-use model 
 

序文 

この規格は，2023 年に第 1 版として発行された ISO/IEC 25019 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

ISO/IEC 25010:2011（JIS X 25010:2013）は技術的に改正され，ISO/IEC 25019（JIS X 25019）の第 1
版，ISO/IEC 25002（JIS X 25002）の第 1 版及び ISO/IEC 25010（JIS X 25010）の第 2 版に置き換えられ

た。 

JIS X 25010:2013 からの主な変更点は，次のとおりである。。 

－ システム又は製品の利用から影響を受ける利害関係者を分類し説明する。 

 それぞれの利害関係者の関心のある側面を品質特性に統合及び提示する。 

－ 以前の版の利用時品質モデルにおける品質特性に示されている利用状況網羅性を削除する。 

情報システム（ICT 製品，ソフトウェア，データ）及び IT サービスが広く利用される中，それらを利用

することによる効果及び影響の対象は，直接利用者から組織及び社会にまで広がることがある。その効果

及び影響を可能な限り抑制することは，企業及び公共又は社会行政の社会的責任である。 

様々な組織の機能及び個人の活動が，情報システム及び IT サービスによってますます遂行されるよう

になってきている。それゆえ，利害関係者に価値を提供し，悪影響を及ぼす可能性を回避するためには，

高品質な情報システム及び IT サービスが不可欠である。残念ながら，従来，品質保証は主に機能的な要求

事項に焦点を当てており，システム及び／又は製品の非機能的な属性には，ほとんど注意を払ってこなか

った。利害関係者に対する情報システムの価値を最適化するためには，情報システム及び IT サービスの全

ての品質属性を包括的に仕様化，設計及び評価することが重要である。 

“利用時品質”モデルの目的は，情報システム及び IT サービスシステムの利用によって経験できる効果

及び影響を表現することである。すなわち，システム，ソフトウェア製品及び IT サービスを利用する際の

品質を定義，測定，評価及び改善することである。利用時品質は，ソフトウェア，データ，IT サービスの

品質を含む多くの要因から影響を受ける可能性がある。 

利用状況が変化すると，利害関係者への効果及び影響も変化する。 
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このような利用状況の変化は，当初明示された利用状況からの変化及び／又は乖離を特定し，次の品質

改善サイクルにフィードバックできるように，利用時品質特性及び／又は副特性の品質評価を通じて監視

される。 

利用時品質モデルの改訂に関する詳細は，附属書 A に記載されている。特定の種類の情報システムに関

連付けられた品質特性の網羅的な仕様は，品質モデルで表される。品質モデルは，要件定義，評価及び妥

当性確認並びに検証を支援する客観的な参照情報として利用可能である。合意された品質特性及びその測

定を確立することによって，SQuaRE ファミリー規格は，情報システム及び IT サービスの信頼性の高い開

発及び提供のための枠組みを提供する。 

この規格は，SQuaRE 品質モデルの構造を紹介し，それらを開発するための要求事項を提供する。JIS X 
25002 は，品質モデル部門（JIS X 2501n）の SQuaRE 品質モデルが，開発方法論にかかわらず，情報シス

テムのライフサイクル全体にわたる品質に関連する活動をガイドするために，他の SQuaRE 規格とどのよ

うに連携して使用されるかを説明している。これらの品質モデルは，利害関係者の要求事項を満たすため

に，情報システム及び IT サービスの品質を評価するための測定量の開発を導くことが可能である。これら

の品質モデルは，全ての利害関係者が理解できる品質特性を記述するための共通言語を提供する。また，

対象実体の品質特徴を評価するために，品質特性の標準的で定量的な測定量を定義する基礎も提供する。 

情報システムの複雑さは，現代のデジタル技術の登場によって飛躍的に増大している。この複雑さは，

非機能的な要求事項及び品質の重要性を高めている。SQuaRE 品質モデルは，信頼でき，かつ，利用者を

満足させる最新のデジタル技術の開発に役立つことができる。 

図 1（JIS X 25000 から改編）は，SQuaRE ファミリーの構成を示す。類似の規格は，部門にグループ化

される。それぞれの部門は，システム及びソフトウェア製品品質を確保するための異なった機能の実行に

関する手引及び資源を提供する。 

 

 
図 1－SQuaRE ファミリーの規格の構成 

 

SQuaRE ファミリーの各部門には，次のものがある。 

－ ISO/IEC 2500n（JIS X 2500n） 品質管理部門 この部門の規格は，SQuaRE ファミリーの全ての他の

規格から参照される，全ての共通のモデル，用語及び定義を規定する。この部門は，ソフトウェア製

品の品質の要求事項，仕様及び評価の管理を担当する支援機能に対する要求事項及び手引も提供する。

品質要求部門
2503n

品質モデル部門
2501n

品質管理部門
2500n

品質測定部門
2502n

品質評価部門
2504n

拡張部門 25050～25099
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品質モデルの使用のための実用的な手引も提供する。 

－ ISO/IEC 25000（JIS X 25000） SQuaRE の指針 

－ ISO/IEC 25001（JIS X 25001） 計画及び管理 

－ ISO/IEC 25002（JIS X 25002） 品質モデルの概観及び利用法 

－ ISO/IEC 2501n（JIS X 2501n） 品質モデル部門 この部門の規格は，コンピュータシステム及びソ

フトウェア製品，データ，IT サービス及び利用時品質に関する詳細な品質モデルを提供する。この規

格は品質モデル部門に属する。JIS X 25002 品質モデルの概観及び利用法に沿っている。 

－ ISO/IEC 25010（JIS X 25010)） 製品品質モデル 

－ ISO/IEC TS 25011 Service quality models（サービス品質モデル） 

－ ISO/IEC 25012（JIS X 25012） データ品質モデル 

－ ISO/IEC 25019（JIS X 25019） 利用時品質モデル 

－ ISO/IEC 2502n（JIS X 2502n） 品質測定部門 この部門の規格は，品質測定の枠組み，品質測定量

の数学的な定義及び適用のための実用的な手引を含む。製品の内部特徴及び外部特徴，データ，IT サ

ービス及び利用時品質に関する品質測定量の例を提供する。製品の内部特徴及び外部特徴のための品

質測定量の基礎となる品質測定量要素（QME）を定義し，提供する。 

－ ISO/IEC 2503n（JIS X 2503n） 品質要求部門 この部門の規格は，品質モデル及び品質測定量に基

づいた品質要求事項の仕様化に役立つ。これらの品質要求事項は，開発する情報システム及び IT サー

ビスの品質要求事項を引き出すプロセスで使用可能であり，又は評価プロセスの入力としても使用す

ることが可能である。 

－ ISO/IEC 2504n（JIS X 2504n） 品質評価部門 この部門の規格は，評価者，取得者又は開発者のい

ずれかが実施する，ソフトウェア製品評価のための要求事項，推奨事項及び手引を提供する。評価モ

ジュールとして測定量の文書化のための手引も提供する。 

－ ISO/IEC 25050～ISO/IEC 25099 SQuaRE 拡張部門 これらの規格は，現在のところ，既製ソフトウ

ェア製品（RUSP）に対する品質要求事項及び試験に対する指示（JIS X 25051），ユーザビリティの報

告書類のための産業共通様式（CIF）（JIS X 2506n），並びに，クラウドサービス及び人工知能のよう

な新技術のための品質モデル及び測定量を含んでいる。 

SQuaRE 規格は，JIS X 0160 及び JIS X 0170，特に，品質要求事項の仕様化及び評価のプロセスと組み

合わせて使用することが可能である。JIS X 25030 は，品質モデルがシステム及びソフトウェアの品質要求

にどのように使用可能であるかを説明しており，JIS X 25040 は，品質モデルがシステム及びソフトウェア

の品質評価にどのように使用可能であるかを説明している。 

SQuaRE 規格は，ソフトウェアプロセスアセスメントに関する ISO/IEC 33000（JIS X 33000）ファミリ

ーの国際規格と組み合わせて使用することで，次を提供することが可能である。 

－ 顧客－供給者プロセスにおける，品質要求の枠組み 

－ 品質レビュー，検証及び妥当性確認の支援，並びに定量的な品質特性を確立するための枠組み 

－ 管理プロセスにおける，組織的な品質目標の設定支援 

SQuaRE 規格は，品質保証プロセスに関連する JIS Q 9001 及び ISO/IEC/IEEE 90003 と併用することが

可能であり，次の支援を提供する。 

－ 品質目標の設定（及び該当する場合には認証）に対する支援 

－ 設計レビュー，検証及び妥当性確認に対する支援 
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1 適用範囲 

この規格は，製品又はシステムが明示された利用状況で利用される場合に利害関係者に影響を与える可

能性のある，三つの特性（更に副特性に細分化される）から構成される利用時品質モデルを定義する。こ

のモデルは，利用時のコンピュータシステム及び利用時のソフトウェア製品の両方を含む，情報システム

及び IT サービスシステムの全領域に適用可能である。 

この規格は，利用時品質を仕様化，測定，評価及び改善するための一組の品質特性を提供する。 

この規格では，利用状況は利用時品質の前提条件として明示されているため，製品又はサービスが利用

状況の変更を満たすことを意図している場合は，前提条件を変更するように利用状況は再明記される必要

がある。 

このモデルは，特に，開発者，取得者，品質保証及び品質管理要員，並びに独立した評価者のようなソ

フトウェア製品品質の仕様化及び評価に責任を負う人々によって適用可能である。品質モデルの利用が有

益な製品開発中の活動には，次のものがあるが，これらに限定されるわけではない。 

－ 情報システム及び IT サービスシステムの利用時の要求事項の明確化 

－ 利用時品質の要求事項の仕様化の包括性の妥当性確認 

－ 利用時品質のための情報システム及び IT サービスシステムの設計目標の明確化 

－ 全体的な品質保証の一環として，利用時品質の制御基準の明確化 

－ 情報システム及び IT サービスシステム，又は情報システムの，受入れ基準の明確化 

－ 明示された利用状況での製品使用時の結果に対処するための測定量の確立 

－ 情報システム及び IT サービスシステム利用時の倫理的考慮のための評価項目の提示 

－ デジタル化活動のガバナンスの支援 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
ISO/IEC 25019:2023，Systems and software engineering — Systems and software Quality Requirements 

and Evaluation (SQuaRE) — Quality-in-use model（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

この規格には，引用規格はない。 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。 

ISO 及び IEC は，次に示すサイトにおいて，標準化用途の用語データベースを保守している。 

－ ISO Online browsing platform：https://www.iso.org/obp 

－ IEC Electropedia：https://www.electropedia.org/ 

3.1 利用時品質 
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3.1.1 
影響を与える（affect） 

システム（3.1.29）を取得する又は使用する決定に関して，利用者（3.1.31）又は他の利害関係者

（3.1.26）の態度に変化を及ぼす 

3.1.2 
属性（attribute） 

人手又は自動化された手段によって，定量的又は定性的に区別できる実体に固有の特徴又は特性 
（出典：JIS X 25000:2017 の 4.1 を修正。注記を削除） 

3.1.3 
構成要素（component） 

特定の分析レベルで検討される，部品又はソフトウェアモジュールのような，システム（3.1.29）内で

個別的構造をもつ実体 

3.1.4 
利用状況（context of use） 

利用者（3.1.31），目標及びタスク，資源，並びに環境の組合せ 

注釈 1 利用状況の“環境”は，技術的，物理的，社会的，文化的及び組織的環境を含む。 
（出典：JIS Z 8521:2020 の 3.1.15） 

3.1.5 
顧客（customer） 

製品（3.1.14）又はサービスを受け取る組織（3.1.13）又は人 

注釈 1 インタラクティブシステム（3.1.29）では，顧客はしばしば運用操作者（3.1.12）と同じになる

ことがある。 
（出典：JIS X 0160:2021 の 3.1.16 を修正。元の注記及び例を削除。新たな注釈 1 を追加） 

3.1.6 
データ品質（data quality） 

明示された状況下で使用するとき，明示的ニーズ及び暗黙のニーズ（3.3.3）を満たすデータの特性の

能力 
（出典：JIS X 25000:2017 の 4.5 を修正。“データの特性が満足する度合い”を“を満たすデータの特性

の能力”に変更） 

3.1.7 
開発者（developer） 

システム（3.1.29）又はソフトウェアのライフサイクルプロセスを通して，開発活動［要求事項

（3.1.21）分析，設計，テストから受入れまでを含む。］を遂行する個人又は組織（3.1.13） 
（出典：JIS X 25000:2017 の 4.6） 

3.1.8 
直接利用者（direct user） 

製品（3.1.14）と直接インタラクションを行う人 

注釈 1 この“直接利用者”という用語の定義は，もとは JIS Z 8521:2020，3.1.7 で定義されている“ユ

ーザ（user）”という用語のためのものである。この規格では，“直接利用者”は“間接利用者”

（3.3.4）と区別するために用いられる。 
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3.1.9 
情報システム（information system） 

ICT 製品（3.3.2），ICT 環境，及びそれらを利用する又はそれらの直接的な影響を受ける人々から構成

され，一つ以上の明示された目的を達成するために組織された，相互作用する要素の組合せであるシス

テム（3.1.29） 

注釈 1 情報システムは，他の電気機械製品及びその利用者（3.1.31）を含む，より大きなシステムの一

部となることが可能であるが，この規格は，そのシステムが ICT 製品及び情報システムの一部

である利用者と直接関係がある場合にだけ，これらの構成要素（3.1.3）をそのシステムの利用

状況（3.1.4）の一部とみなす。しかし，品質属性（3.1.2）の多くは，これらの大規模なシステ

ム オブ システムズ（systems of systems）にも適用可能である。 

注釈 2 この規格における情報システムは，運用操作環境を構成する他の相互作用するシステムととも

に，関心のあるシステムとして認識することが可能である。個々のシステムは，JIS X 0170 で

定義されているシステムと同じであり，“一つ以上の明示された目的を達成するために編成組

織された相互作用する要素の組合せ”のことである。 

注釈 3 組込みソフトウェアシステムは，この規格の目的とする情報システムではない。この利用法で

の情報システムは，対象実体（3.1.30）が相互に影響し合うことを含む，品質の関心事の範囲を

記述することを意図している。情報システムという用語に含まれる対象実体には，ICT 製品

（3.3.2），IT サービス及び一つ以上のシステムで構成されるそれらの運用操作環境が含まれる。 

3.1.10 
測定量（名詞）（measure, noun） 

測定（3.1.11）の結果として値が割り当てられる変数 

注釈 1 “測定量”という用語は，基本測定量，導出測定量及び指標をまとめて参照するために用いる。 
（出典：ISO/IEC/IEEE 15939:2017 の 3.15） 

3.1.11 
測定（measurement） 

測定量（3.1.10）の値を決定するという目的をもった操作の組 

注釈 1 測定には，ソースプログラムの言語（C，C++，Ruby など）のような定性的分類の指定を含め

ることもある。 
（出典：ISO/IEC/IEEE 15939:2017 の 3.17 を修正。元の注釈 1 を新しいものに置き換え） 

3.1.12 
運用操作者（operator） 

システム（3.1.29）の運用操作を行う個人又は組織（3.1.13） 
（出典：JIS X 0160:2021 の 3.1.29 を修正。注記 1～注記 3 を削除） 

3.1.13 
組織（organization） 

責任，権限及び関係の取決めをもつ人々の集団及び施設 

例 会社，法人，事務所，企業，機関，義援団体，個人事業者，同業者組合，又はこれらの一部若しく

は組合せ。法人格の有無，公的又は私的の別を問わない。 
（出典：JIS X 0160:2021 の 3.1.30 を修正。例に“法人格の有無，公的又は私的の別を問わない”を追

加。注記を削除） 



7 
X 25019：0000 (ISO/IEC 25019：2023) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

3.1.14 
製品（product） 

生産されたものであり，定量化可能で，かつ，最終アイテム又は構成要素（3.1.3）アイテムのいずれ

かとして利用者（3.1.31）に提供可能な成果物 

注釈 1 この規格では，製品は情報システム（3.1.9）の一部である ICT 製品（3.3.2）を指す。ICT 製品

の構成要素には，サブシステム，ソフトウェア，ファームウェア，ハードウェア，データ，通

信インフラストラクチャ及び ICT 製品の一部である他の要素が含まれる。 
（出典：JIS X 25030:2021 の 3.12 を修正。元の注釈 1 及び注釈 2 を新たな注釈 1 に置き換え） 

3.1.15 
利用時品質（quality-in-use） 

システム（3.1.29）又は製品（3.1.14）が，明示された利用状況（3.1.4）で利用されるとき，利害関係

者（3.1.26）ニーズを満足させ又はそれを超えて，明示された有益な目標又は結果を達成する程度 

注釈 1 有益な目標は，管理された経済的，環境的，組織的及び社会的リスク（3.1.22）をもつ，事前に

定義された条件下で，ターゲットとして設定することが可能である。 

注釈 2 利用時品質モデルは，システムの振る舞いに関する利用者（3.1.31）の期待を表すガイドとして

利用可能である。 

注釈 3 利用時品質の利用者には，直接利用者及び間接利用者（3.3.4）が含まれる。利用時品質は，直

接利用者（3.1.8）に適用するときは“効果”として現れ，他の利害関係者に適用するときは“影

響”として現れる。 

3.1.16 
品質測定量（quality measure） 

品質測定量要素（3.1.17）の複数の値の測定（3.1.11）の関数として定義した導出測定量（3.1.10） 
（出典：JIS X 25020:2021 の 3.13 を修正。略語“QM”を削除） 

3.1.17 
品質測定量要素（quality measure element） 

特徴及び特徴を定量化するための測定（3.1.11）方法（任意で数学関数による変換を含む）に関して定

義した測定量（3.1.10） 
（出典：JIS X 25020:2021 の 3.14 を修正。略語“QME”及び注釈 1 を削除） 

3.1.18 
品質特徴（quality property） 

一つの品質測定量要素（3.1.17）に関連し，一つの測定（3.1.11）方法を用いて定量化できる対象実体

（3.1.30）の特徴 

3.1.19 
品質要求事項（quality requirement） 

情報システム（3.1.9）及び IT サービスシステムの，品質特徴（3.1.18）又は属性（3.1.2）に関する要求

事項（3.1.21）であり，それらの使用目的から生じるニーズを満足する要求事項 
（出典：JIS X 25030:2021 の 3.15 を修正。“ICT 製品，データ又はサービス”を“情報システム及び IT

サービスシステム”に置き換え） 

3.1.20 
品質副特性（quality sub-characteristics） 
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品質特性（3.3.12）の固有のある側面を表す一つ以上の品質特徴（3.1.18）の組 

3.1.21 
要求事項（requirement） 

ニーズ並びにそれに付随する制約及び条件を変換した又は表現する文 
（出典：JIS X 0170:202x の 3.36）  

3.1.22 
リスク（risk） 

目的に対する不確かさの影響 

注釈 1 影響とは，期待されていることから，好ましい方向及び／又は好ましくない方向にかい（乖）

離することをいう。この規格では，不利な結果を招く，好ましくない方向へのかい（乖）離に

焦点を当てている。 

注釈 2 リスクは，起こり得る事象，結果，又はこれらの組合せについて述べることによって，その特

徴を記述することが多い。 

注釈 3 リスクは，ある事象（周辺状況の変化を含む。）の結果とその発生の起こりやすさとの組合せと

して表現されることが多い。この規格では，リスクは，不利な結果の重大性と，不利な結果が

生じることの起こりやすさとの組合せとして特徴付けられる。 

注釈 4 目的は，例えば，財務，安全衛生，環境に関する到達目標など，異なった側面があり，戦略，

組織全体，プロジェクト，製品（3.1.14），プロセスなど，異なったレベルで設定されることが

ある。 

注釈 5 不確かさとは，事象，その結果又はその起こりやすさに関する，情報，理解若しくは知識が，

たとえ部分的にでも欠落している状態をいう。 
（出典：JIS X 0134-1:2021 の 3.4.2） 

3.1.23 
社会（society） 

地域社会で又は地理的政治的に定義された地区で共に生活している一般的な人々 

注釈 1 社会とは，持続可能な開発目標（SDGs）で使用される市民社会及び地理的政治的社会，すなわ

ち社会全体を意味する。 

3.1.24 
ソフトウェア製品（software product） 

コンピュータプログラム，手順，並びに場合によっては関連する文書及びデータの組 

注釈 1 製品（3.1.14）は，中間成果物，及び開発者（3.1.7），保守者（3.3.6）のような利用者（3.1.31）
向けを意図した製品を含む。 

注釈 2 SQuaRE ファミリーでは，ソフトウェア品質（3.1.25）は，ソフトウェア製品品質（3.3.9）と同

じ意味をもつ。 
（出典：JIS X 25000:2017 の 4.31） 

3.1.25 
ソフトウェア品質（software quality） 

明示された状況下で使用されたとき，明示的ニーズ及び暗黙のニーズ（3.3.3）を満たすソフトウェア

製品（3.1.24）の能力 

注釈 1 JIS Q 9000:2015 の 3.6.2 の品質の定義は要求事項（3.1.21）の充足に言及しているのに対して，
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この定義は，JIS Q 9000:2015 の品質の定義とは異なり，明示的な及び暗黙のニーズの充足に言

及している。すなわち，品質とは，対象の特性の集合が要求事項を満たす程度と定義している。 
（出典：JIS X 25000:2017 の 4.33 を修正。注記を注釈 1 として表現変更） 

3.1.26 
利害関係者（stakeholder） 

システム（3.1.29）について，又はニーズ及び期待を満たす特性をもつことについて，権利，持分，請

求権又は関心をもっている個人又は組織（3.1.13） 

例 エンドユーザ（3.1.31），エンドユーザの組織，支援者，開発者（3.1.7），顧客（3.1.5），製作者，教

育訓練者，保守者（3.3.6），廃棄処理者，取得者，供給者，規制機関及びシステムによって肯定的又

は否定的に影響を受ける人々 

注釈 1 利害関係者は，利害関係者間で互いに相反する利害関係のある関心，又は対象システムと相反

する利害関係のある関心をもつ場合がある。 
（出典：JIS X 0170:202x の 3.44） 

3.1.27 
利害関係者ニーズ（stakeholder need） 

利害関係者（3.1.26）又は利害関係者の集合にとって，特定の利用状況（3.1.4）の中で暗黙に又は明示

的に示されている，意図した結果を達成するために，必要と特定した前提条件 

3.1.28 
副副特性（sub-sub-characteristic） 

対象実体（3.1.30）の品質属性（3.1.2）をより詳細に表現するために，品質モデル（3.3.10）の利用者

（3.1.31）が設定した品質副特性（3.1.20）の細分化 

3.1.29 
システム（system） 

一つ以上の明示された目的を達成するために編成された，相互作用する要素の組合せ 

注釈 1 システムは，製品（3.1.14）として，又はそれが提供するサービスとしてみなされることがある。 

注釈 2 実際には，その意味の解釈は，例えば航空機システムなど，関連する名詞の使用によって明確

にされることが多い。別の表現では，“システム”という語は，単に文脈に依存する同義語（例

えば，航空機）で置き換えられるが，システムの観点を曖昧にする可能性がある。 

注釈 3 完成したシステムは，それが意図された環境においてシステム自体を十分に利用するために必

要な程度まで運用及び支援に必要な，関係する機器，設備及び施設，資材，コンピュータプロ

グラム，ファームウェア，技術文書，サービス及び要員の全てを含む。 

3.1.30 
対象実体（target entity） 

利用者（3.1.31）に関連性があり，その情報が保持され，測定（3.3.7）が必要である，基本的な事項 

注釈 1 対象実体には，JIS X 25010 の ICT 製品（3.3.2）及びそれらの構成要素（3.1.3），ISO/IEC TS 
25011 の IT サービス，並びに JIS X 25012 のデータが含まれる。 

（出典：JIS X 25021:2014 の 4.17 を修正。“必要とする”を“必要である”に変更。注釈 1 を追加） 

3.1.31 
利用者，ユーザ（user） 
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利用中，システム（3.1.29）とインタラクションを行う又はシステムから便益を得る，個人又はグルー

プ 

注釈 1 一次利用者（3.3.8）及び二次利用者（3.3.11）はシステムとインタラクションを行い，一次利用

者，二次利用者及び間接利用者（3.3.4）はシステムから便益を得ることがある。 
（出典：JIS X 0160:2021 の 3.1.70 を修正。元の注記を新たな注釈 1 に置き換え） 

3.2 利用時品質特性及び副特性 

3.2.1 
便益性（beneficialness） 

製品（3.1.14），システム（3.1.29）又はサービスの利用によるメリットの程度 

3.2.1.1 
ユーザビリティ（usability） 

システム（3.1.29），製品（3.1.14）又はサービスが，明示された利用状況において，効果，効率及び満

足を伴って明示された目標を達成するために，特定の利用者（3.1.31）によって使用されうる程度 
（出典：JIS Z 8521:2020 の 3.1.1 を修正。注記を削除） 

3.2.1.2 
アクセシビリティ（accessibility） 

製品（3.1.14），システム（3.1.29），サービス，環境及び設備が，特定の利用状況（3.1.4）において特

定した目標を達成するために，幅広い範囲の利用者（3.1.31）ニーズ，特性及び能力をもつ人々によって

使用されうる程度 

注釈 1 利用状況は，直接利用，又は支援技術によるサポートされる利用を含む。 
（出典：JIS Z 8521:2020 の 3.2.2） 

3.2.1.3 
適合性（suitability） 

製品（3.1.14）の振る舞い若しくは結果，又はその両方が，使用されたときに明示された品質要求事項

（3.1.19）を満たす（満足する）程度 

注釈 1 製品又はシステム（3.1.29）が特に情報システム（3.1.9）及び IT サービスとして認識される場

合，利用時品質（3.1.15）における一種の副特性である適合性は重要である。それは，より多様

で広範な利害関係者（3.1.26）にとって，使用による価値ある便益を得る機会の獲得又は喪失に

影響を与える（3.1.1）からである。 

3.2.2 
リスク回避性（freedom from risk） 

製品（3.1.14）又はシステム（3.1.29）が，経済状況，人間の生命及び生活，健康，社会（3.1.23），財

務的価値，企業活動又は環境への潜在的なリスク（3.1.22）を軽減する程度 

注釈 1 リスクには経済的リスク，健康上のリスク，人間の生命及び生活上のリスク，環境上のリスク

及び社会的リスクが含まれる。 

3.2.2.1 
経済リスク回避性（freedom from economic risk） 

意図した利用状況（3.1.4）において，製品（3.1.14）又はシステム（3.1.29）が，財務状況，効率的運

用操作，商業財産，評判又は他の資源に対する潜在的なリスク（3.1.22）を軽減する程度 
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注釈 1 製品又はシステムが特に情報システム（3.1.9）及び IT サービスとして認識される場合，経済リ

スクがより多様で幅広い利害関係者（3.1.26）の経済性により大きな影響を与えるという懸念が

あるため，使用されるリスク監視は，リスク軽減に加え，いっそう焦点を当てられているとみ

なされることが多い。 

3.2.2.2 
環境及び社会リスク回避性（freedom from environmental and societal risk） 

意図した利用状況（3.1.4）において，製品（3.1.14）又はシステム（3.1.29）が，環境及び社会

（3.1.23）全体への潜在的なリスク（3.1.22）を軽減する程度 

注釈 1 製品又はシステムが特に情報システム（3.1.9）及び IT サービスと認識される場合，環境及び社

会リスクが，多様で広範な利害関係者の社会における公共財産及び社会的又は自然なエコシス

テム環境に影響を与えることが懸念されるため，リスク軽減に加えて，使用されるリスク監視

が，より焦点を当てられているとみなされることが多い。 

3.2.2.3 
健康リスク回避性（freedom from health risk） 

意図した利用状況（3.1.4）において，製品（3.1.14）又はシステム（3.1.29）が，人々の健康への潜在

的なリスク（3.1.22）を軽減する程度 

3.2.2.4 
人間生命及び生活リスク回避性（freedom from human life risk） 

意図した利用状況（3.1.4）において，製品（3.1.14）又はシステム（3.1.29）が，人々の生命及び生活

への潜在的なリスク（3.1.22）を軽減する程度 

3.2.3 
受容性（acceptability） 

頻繁に使用される機能を実行するように設計された製品（3.1.14），システム（3.1.29）又はサービスソ

フトウェアツールを受け入れる又は導入するときに，人間の反応の好ましさの程度 

3.2.3.1 
経験保有性（experience） 

利用者（user）（3.1.31）又は利害関係者（3.1.26）が，特に特定の職業で得た知識又は技能を，時間を

かけて蓄積する程度 

例 記録された気象データに基づいたデータ分析，再生，疑似使用又は類似及び異なるパターンの検出

は，気象監視利用者が気象予測の知識又は技能を向上するのに役立つことがある。 

3.2.3.2 
トラストワージネス（trustworthiness） 

利用者（3.1.31）又は利害関係者（3.1.26）の期待が検証可能な方法で満たされると確信をもつ程度 

注釈 1 トラストワージネスを確保するための側面には，例えば，信頼性，可用性，復元力，セキュリ

ティ，プライバシー，安全性，責任追跡性，透明性，誠実性，真正性，品質及び使用性を含む

ことがある。 

注釈 2 トラストワージネスは，サービス，製品（3.1.14），技術，データ及び情報に適用可能なだけで

なく，ガバナンスの文脈では組織（3.1.13）にも適用可能な属性（3.1.2）である。 

例 製品を，オンラインショッピングシステム（3.1.29）を介して販売者から購入する場合，製品仕様，

以前の取引履歴，購入者によるコメント又は評価，返品及び返金手順の説明，オンライン店舗運用
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サービスサイトによる評価又は警告，製品の写真などの情報は，製品及び販売者が潜在的な顧客

（3.1.5）の購入に対する期待をどの程度満たしているのかを決定する際に使われる。 
（出典：ISO/IEC TR 24028:2020 の 3.42 を修正。“利害関係者の期待値を満たす能力”を，“利用者又は

利害関係者の期待が検証可能な方法で満たされると確信をもつ程度”に変更。注釈 1 及び注釈 2 を削除

し，注釈 3 をこの規格の注釈 2 に変更。新たに二つの注釈を追加） 

3.2.3.3 
遵守性（compliance） 

利用者（3.1.31）又は他の利害関係者（3.1.26）が，使用中の製品（3.1.14），システム（3.1.29），ソフ

トウェア又はサービスは規則又は法律で要求されるような要求事項を満たすという確信をもつ程度 

3.3 関連する SQuaRE の概念 

3.3.1 
評価者（evaluator） 

評価を行う人又は組織（3.1.13） 
（出典：JIS X 25000:2017 の 4.10） 

3.3.2 
ICT 製品（ICT product） 

情報通信技術（ICT）を使用し，情報システム（3.1.9）の一部分となることがある製品（3.1.14） 

注釈 1 ICT 製品は，他の ICT 製品（サブ製品）を構成することがあり，場合によっては ICT 製品の構

成要素（3.1.3）もそれ自体が ICT 製品とみなされることがある。ICT 製品の例には，コンピュ

ータハードウェア，ソフトウェア製品（3.1.24），ソフトウェア構成要素，データなどが含まれ

る。 

注釈 2 ICT 製品とは，一つ以上の技術構成要素（例えば，クラウド，インターネット，データ，マル

チメディア，通信，ハードウェア，ファームウェア，ソフトウェア，ミドルウェア）を組合せ

たもので，現代のコンピューティングを可能にし，人々及び組織（3.1.13）がデジタル世界でイ

ンタラクションし，運用操作を可能にするものである。 

注釈 3 ICT 製品には，通信及びデータから独立した，人，機械，インフラストラクチャ及びその他の

設備は含まれない。ICT 製品には，ファームウェア，センサ及び通信機能が組み込まれたハー

ドウェアは含まれるが，利用者（3.1.31）は含まれない。 

注釈 4 データシート，利用者マニュアル，インストールマニュアル，運用ガイド，コンフィギュレー

ションガイドなどの多くの成果物は，ICT 製品及びそれを構成する情報システムの品質に寄与

するが，それ自体は ICT 製品ではない。 
（出典：JIS X 25030:2021 の 3.8 を修正。注釈 1 を削除。新たに注釈 1～注釈 4 を追加） 

3.3.3 
暗黙のニーズ（implied needs） 

明示されていないが，実際にあるニーズ 

注釈 1 暗黙のニーズには，ソフトウェア製品（3.1.24）が特定の条件（利用状況）下で使用されて初め

て明らかになるものがある。 

例 暗黙のニーズには，次のものがある。 

－ 明示されていないが，他の明示的ニーズによって暗示されたニーズ 

－ 明白又は自明であるとみなされているために明示されないニーズ 
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（出典：JIS X 25000:2017 の 4.12） 

3.3.4 
間接利用者（indirect user） 

システム（3.1.29）から出力を受け取るが，システムと直接インタラクションを行わない人 

例 事業管理者，取得者，製品管理者 
（出典：JIS X 25030:2021 の 3.9 を修正。例を置き換え） 

3.3.5 
IT サービス品質（IT service quality） 

明示された状況下で提供されたときに，明示的及び暗黙の品質のニーズを満たす IT サービスの能力 

注釈 1 この定義は，JIS Q 9000:2015 の品質定義と異なる。主な理由は，JIS Q 9000 の品質定義が要求

事項（3.1.21）の満足に言及しているのに対し，IT サービスの品質の定義が，明示的ニーズ又は

暗黙のニーズ（3.3.3）の満足に言及しているためである。 
（出典：ISO/IEC TS 25011:2017 の 3.3.10 を修正。“IT サービスが満たす程度”を“満たす IT サービス

の能力”に変更。“品質”を追加。“使用”を“提供”に変更。注釈 1 を追加） 

3.3.6 
保守者（maintainer） 

保守活動を実施する個人又は組織 
（出典：JIS X 25000:2017 の 4.17 を修正。注記を削除） 

3.3.7 
測定する（動詞）（measure, verb） 

測定（3.1.11）を行う 
（出典：JIS X 25000:2017 の 4.19） 

3.3.8 
一次利用者（primary user） 

主目標を達成するためにシステム（3.1.29）とインタラクションを行う（対話する）人又は実体 
（出典：JIS X 25030:2021 の 3.11 を修正。“利用者”を“人又は実体”に変更。注釈 1 を削除） 

3.3.9 
製品品質（product quality） 

明示された条件下で使用するとき，明示的及び暗黙の品質のニーズを満たす ICT 製品（3.3.2）又はそ

の構成要素（3.1.3）の能力 

注釈 1 この定義は，JIS Q 9000:2015 の品質定義と異なる。理由は，ソフトウェア品質（3.1.25）の定

義が明示的又は暗黙のニーズ（3.3.3）の満足に言及しているのに対し，JIS Q 9000 の品質定義

は要求事項（3.1.21）の満足に言及しているためである。 

注釈 2 一般的に，利用者（3.1.31）は，要求事項を満たすだけのシステム（3.1.29）を高品質なシステ

ムとみなさない。品質は，関連する制約及び条件とともに期待を満たし，さらにそれを上回る

ことに関係する。 

3.3.10 
品質モデル（quality model） 
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品質要求事項（3.1.19）の仕様化及び品質評価に対する枠組みを提供する，定義された品質特性の組及

びそれら品質特性間の関係 

3.3.11 
二次利用者（secondary user） 

一次利用者（3.3.8）を支援するために製品（3.1.14）とインタラクションを行う（対話する）利用者

（3.1.31） 

例 

a) コンテンツプロバイダ，システム（3.1.29）管理者，アドミニストレータ，セキュリティ管理者 

b) 保守者（3.3.6），分析者，移植者，設置者 
（出典：JIS X 25030:2021 の 3.17 を修正。例を追加） 

3.3.12 
品質特性（quality characteristic） 

ICT 製品（3.3.2）又は情報システムの品質に関係する，品質（3.1.25）属性（3.1.2）の分類 

注釈 1 品質特性は，更に品質副特性（3.1.20）に分解することが可能である。特性は，通常，利害関係

者にとって関心のある品質の一側面を表すが，品質副特性は，品質特性を個々の側面に細分化

し，品質特徴（3.1.18）への対応付けに役立てることが可能である。 

3.3.13 
妥当性確認（validation） 

客観的証拠を提示することによって，特定の意図された用途又は適用に関する要求事項（3.1.21）が満

たされていることを確認すること 

注釈 1 妥当性確認のために必要な客観的証拠は，テストの結果，又は別法による計算若しくは文書レ

ビューの実行のような他形式の判定の結果である。 

注釈 2 “妥当性確認済み”という用語は，妥当性確認が済んでいる状態を表すために用いられる。 

注釈 3 妥当性確認のための使用条件は，実際の使用又は疑似使用が可能である。 

3.3.14 
検証（verification） 

客観的証拠を提示することによって，明示した要求事項（3.1.21）が満たされていることを確認するこ

と 

注釈 1 検証のために必要な客観的証拠は，インスペクションの結果，又は別法による計算若しくは文

書レビューの実行のような他形式の判定の結果の場合がある。 

注釈 2 検証のために行われる活動は，適格性プロセスと呼ばれることがある。 

注釈 3 “検証済み”という用語は，検証が済んでいる状態を表すために用いられる。 

4 利用時品質モデル 

4.1 概要 

利用時品質の対象は，直接的なインタラクションに限定されない。システム，ソフトウェア製品及び／

又は IT サービスの利用によって間接的に影響を受ける利害関係者及び社会的要素も含まれる。 

利用時品質モデルには，便益性，リスク回避性，受容性という三つの主要な品質特性がある。これらの
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三つの品質特性は，利害関係者ニーズの全てを表すために選択されている。 

システム及びソフトウェア製品の普及に伴い，それらは直接利用者だけでなく，組織及び社会全体の要

素にも影響を及ぼす可能性がある。利用時品質は，システムのソフトウェア製品の品質だけでなく，それ

らを管理する利害関係者が採用するマネジメント原則及び実践によっても，影響を受け影響される結果と

考えることが可能である。 

製造者は，社会全体に対して，システムのソフトウェア製品の利用による効果及び影響を可能な限り制

御する手段を提供する責任がある。 

それゆえ，利用時品質は，システム，ソフトウェア製品及び／又は IT サービスの利用による利害関係者

への効果及び影響とみなすことが可能である。利用時品質モデルの目的は，その影響を測定及び評価する

ことによって利用時品質の改善を促進することである。 

4.2 利害関係者 

システム及びソフトウェアの利用によって影響を受ける対象は，直接利用者だけでなく，様々な種類の

利害関係者を含む場合がありうる。その影響（品質特性）は，対象の違いによって区別される。結果的に，

この規格ではこれらの対象を次の四つのグループに分類し，各グループごとに利用時品質モデルの関心の

ある側面を定義する。 

－ システム及び／又はソフトウェアの運用操作者（システム及びソフトウェアの影響を受ける一次利用

者及び二次利用者） 

－ システム及び／又はソフトウェアのマネジメントに責任をもつ組織（システム及び／又はソフトウェ

アの影響を受ける二次利用者及び間接利用者） 

－ システム及び／又はソフトウェアを使用する顧客（一次利用者，二次利用者及び間接利用者） 

－ システム及び／又はソフトウェアの存在及び使用によって影響を受ける公共及び社会的要素（非利用

者） 

4.3 利用状況における利用時品質 

システム又は製品を開発する場合，対象のシステム又は製品が様々な利害関係者にどのように利用され

るかを理解することは，利用者とシステムとのインタラクション及びユーザインタフェース仕様を決定す

る上で非常に重要な情報であるため，利用状況は詳細に分析される。 

それゆえ，システム又は製品は，ある想定された又は明示された利用状況に基づいて開発され，それが

前提条件となる。システム又は製品は，その利用状況下で利用されるため，利用時品質もその状況に応じ

て測定及び評価される。 

利用時品質を評価する際は，当初想定され，明示された利用状況からのかい（乖）離又は変化を実際の

利用中に特定する必要があり，さらに，明示された状況であっても利用者の意図した目標が完全に満たさ

れない場合と，明示された状況でないために目標が満たされない場合を区別する必要がある。 

利用状況の変化又は実際のかい（乖）離を監視，評価，特定し，その結果を製品の改善に反映させるタ

イムリーなサイクルがなければ，利用中に利用者の目標を達成できないことが頻繁に発生するリスクが高

まる。これは，運用操作者及び社会的公共の利害関係者を含む利用者自身に（経済的，トラストワージネ

スなどの）リスクをもたらす可能性がある。 

製品を改善する場合，インクルーシビティ，適応性又は他の品質特性などの品質（副）特性の改善は，
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利用状況のかい（乖）離又は変更に対応するために，最初に明示した利用状況及び／又は再明示して拡張

した状況について，反復開発プロセスの適用，保守プロセス（例えば，完全化保守又は予防保守）のタイ

ムリーな適用，又はコンカレント開発及び運用プロセス（例えば，DevOps）の適用を通じて，達成するこ

とが可能である。 

4.4 利用時品質モデルの構造 

利用時品質とは，IT システム又は ICT 製品が，明示された利用状況下で運用される際に，利害関係者ニ

ーズを満たす程度のことである。 

利害関係者ニーズは，それらのニーズが品質特性に対応する場合，“便益性”，“リスク回避性”及び“受

容性”に分類される。利用時品質モデルを図 2 に示す。 

 

  
  

図 2－利用時品質モデル 

図 2 において，“便益性”，“リスク回避性”及び“受容性”が利用時品質特性である。各利用時品質特性

の下の箱は，対応する副特性を示している。 

4.2 によれば，利害関係者は，“運用操作者”，“顧客”，“責任組織”及び“社会”の四つのグループに分

けられる。特性，副特性，利害関係者及びそれらの関心のある側面との関係を附属書 B に示し，品質特性

及び副特性の例を附属書 C に示す。 

4.5 利用時品質モデルの対象 

図 3 に，品質モデル及びその対象実体を示す。 

利用時品質モデルは，明示された利用状況の下での，ICT 製品及び IT サービスを含む，IT システム及び

IT サービスシステムに焦点を当てている。 

対象の情報システム及び IT サービスシステムには，ハードウェア及び通信設備，さらにデータ品質モデ

ルの対象であるデータも含まれる。 

情報システムは，より広範な人間とコンピュータのシステム（企業システム，組み込みシステム又は大

規模制御システムなど）の中に存在し，利用者並びに技術的及び物理的な使用環境を含めることがある。 

利用時品質

便益性 受容性

-ユーザビリティ

-アクセシビリティ

-適合性

-経済リスク回避性

-環境及び社会リスク回避性

-健康リスク回避性

-人間生命及び生活リスク回避性

-経験保有性

-トラストワージネス

-遵守性

リスク回避性
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評価の範囲は，利用者の要求事項又はニーズに応じて決定することが可能である。システムの品質は，

各構成要素の各構成要素の品質の集約した結果となるものであるが，利用者は一般的に，システムを構成

する個々の構成要素ではなく，システム全体としての品質を認識する。 

例 コンピュータベースの飛行制御システムを搭載した航空機の利用者を乗客とみなす場合，乗客が依

存するシステムには，航空機乗務員，機体及び駆動システム，並びに飛行制御システムのハードウ

ェア及びソフトウェアが含まれる。一方，航空機乗務員を利用者とみなすと，乗務員が依存するシ

ステムは機体及び駆動システム並びに飛行制御システムだけで構成される。 

ソフトウェア開発者，システムインテグレータ，取得者，所有者，保守者，請負業者，品質保証及び品

質管理の専門家などの他の利害関係者も，品質に関係している。 

図 3 は，異なる品質モデルが，情報システム又は IT サービスシステムの異なる構成要素にどのように適

用されるかを示す。それら品質モデルが組み合わさって，情報システム，ICT 製品，データ又は IT サービ

スの要求事項の仕様化，開発又は評価において，品質に関連する全ての側面が考慮されることを確実にす

るための枠組みとして機能する。しかし，各モデルにおいて品質特性に割り当てられる優先順位は，情報

システムが利用される状況に依存する。利用状況は，次を含む相互作用する要因の集まりで表現される。 

－ 利用者：システムを利用するタイプの人又は実体 

－ 目標：システムを利用して達成する利用者の意図 

－ 利用者環境：利用者がシステムを利用している状況 

－ システム状況：利用されているシステムの特質及び技術的状況 
 

 
 注記 矢印は，各品質モデルが適用される情報システム又は IT サービス内の対象実体を示す。 
 

図 3－品質モデル及びそれらの対象実体 

注記 1 IT サービスが ICT 製品及びその構成要素を含まない場合，IT サービスはそれらとは別に評価

情報システム

ICT製品

データソフトウェア

ハードウェア及び通信設備

利用状況

利用者

利用者環境

目標

システム状況

製品
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モデル

データ
品質

モデル

利用時
品質

モデルITサービスシステム

ITサービス

サービス提供システム
ITサービス

品質
モデル

利用状況

利用者

利用者環境

目標

システム状況
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される。 

注記 2 ハードウェア及び通信設備が ICT 製品の構成要素である場合，製品品質モデルはそれらに対し

て間接的に適用される。 

注記 3 サービス提供システムは，人，プロセス，技術，設備及び情報を含み，利用者に IT サービスを

提供するための情報システムである。 

4.6 利用時品質モデルの利用 

“利用時品質”モデルの目的は，情報システム及び IT サービスシステムを利用することで経験されうる

効果及び影響を特徴づけることである。すなわち，システム及びソフトウェア製品並びに IT サービスを利

用する際の品質を，定義，測定，評価及び改善することである。利用時品質モデルの特性及びその副特性

は，人間又は他の実体による利用結果に影響され，影響を受けるため，仕様として表現される可能性がな

い。 

附属書 D は，特定の複数種類のシステムに対する利用時品質モデルの適用例を示している。 

SQuaRE ファミリーの国際規格は，設計及び評価に関する規格を含んでいる。JIS X 25030 及び JIS X 
25040 は，システム階層で利用時品質を設計及び評価するために参照することが可能である。JIS X 25022
は，品質特性を詳細化及び測定するために参照することが可能である。JIS X 25062，ISO/IEC 25063，
ISO/IEC 25064，ISO 25065 及び ISO/IEC 25066 は，ユーザビリティ関連情報の産業共通様式のために参照

することが可能である。 
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附属書 A 
（参考） 

 
JIS X 25010:2013 における利用時品質モデルとの対比 

図 A.1 は，JIS X 25010:2013 で定義されている利用時品質モデルを示す。 

 

 

図 A.1－JIS X 25010:2013 における利用時品質モデル 

このモデルが定義されて以降，システム及びソフトウェア製品は幅広く利用されているため，その効果

及び影響は直接利用者から組織及び社会全体にまで及ぶ可能性がある。 

一方，図 A.2 は，JIS Z 8521:2020 に記述されているユーザビリティの概念及び定義を示す。図 A.2 は，

“効果”，“効率”及び“満足”から構成されるユーザビリティが，特定の利用状況の下での製品，システ

ム及びサービスの“利用”による成果であることを示している。“効果”，“効率”及び“満足”は，JIS X 
25010:2013 で定義されている利用時品質モデルの品質特性の一部であるため，このモデルは主に“利用”，

すなわち直接利用者に焦点を当てている。 

 

利用時品質

有効性 効率性 満足性 リスク回避性 利用状況網羅性

有効性 効率性
実用性

信用性

快感性

快適性

経済リスク緩和性

健康・安全リスク緩和性

環境リスク緩和性

利用状況完全性

柔軟性



20 
X 25019：0000 (ISO/IEC 25019：2023) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

 

図 A.2－JIS Z 8521:2020 における，特定の利用状況下でシステム，製品，又はサービスを利用した成果

としてのユーザビリティ 

利用時品質の対象を直接利用者だけでなく間接利用者及び他の利害関係者にも拡張するため，利用時品

質モデルは改訂されている。図 2 は，この規格における改訂後の利用時品質モデルを示している。 

主な変更点は，品質特性及び副特性の範囲である。具体的には，次のような変更がなされている。 

a) 品質特性の一つとして“便益性”が定義され，その副特性としてユーザビリティを含んでいる。 

b) “リスク回避性”は品質特性として残っているが，副特性の範囲はより広がっている。 

c) 品質特性の一つとして“受容性”が定義されている。これらの特性及び副特性は，以前のモデルには

含まれていなかった。しかし，直接利用者だけでなく，組織及び社会全体への影響を説明するには，

非常に大切な特性である（附属書 B 参照）。 

d) 利用状況の範囲は，利用状況網羅性の前提条件に基づいている。つまり，この規格では，利用状況網

羅性は品質特性ではない。 

図 A.1 及び図 A.2 では，“有効性”，“効率性”及び“満足性“，並びに “効果”，“効率”及び“満足”

が表示されている。これらは，この規格におけるユーザビリティの要素である品質副副特性の一つとして

引き続き使用可能である。 

これらは，JIS X 25010:2013 と同様に，次のように説明することが可能である。 

－ 効果：特定された目標が達成されるための正確性及び完全性 

－ 効率：達成された成果に関連して使用された資源 

典型的な資源には，時間，人的労力，費用，材料が含まれる。例えば，情報システム及び IT サービスシ

ステムの満足性などがある。 

－ 満足：ユーザ又は他の利害関係者が，システム，製品，又はサービスの利用の成果を，彼らのニーズ

及び期待を満たしていると認識する程度 

製品又はシステムと直接的にインタラクションを行うユーザにとっては，負荷が少なく（疲労のない物

理的な快適さ），楽しく（肯定的な感情又は動機を伴う心理的な快適さ），実用的であること（それ自身の

利用状況

利用者(ユーザ)

環境

資源

目標
及び

タスク

-アクセシビリティ
-ユーザエクスペリエンス
-利用による危害の回避
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その他の成果
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効率

効果

満足
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ユーザビリティ

システム，
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目的達成に役立つこと）が満足度に関係する。製品又はシステムと直接的にインタラクションを行わない

ユーザにとっては，実用性だけが重要である。 

これらは，JIS Z 8521:2020 を参照し，修正している。 

JIS X 25010:2013 において，“利用状況網羅性”は次のように定義されていた。 

“明示された利用状況及び当初明確に識別されていた状況を超越した状況の両方の状況において，有効

性，効率性，リスク回避性及び満足性を伴って製品又はシステムが使用できる度合い” 

この品質特性には二つの副特性がある。副特性の名称及び定義は，次のとおりである。 

－ 利用状況完全性：明示された全ての利用状況において，有効性，効率性，リスク回避性及び満足性を

伴って製品又はシステムが使用できる度合い 

－ 柔軟性：要求事項の中で初めに明示された状況を逸脱した状況において，有効性，効率性，リスク回

避性及び満足性を伴って製品又はシステムが使用できる度合い 

これらの定義から，利用状況網羅性は，想定された利用状況で対象情報システム及び IT サービスシステ

ムを使用できるかどうかとして定義される。 

第一に，これらの定義は以前の利用時品質の説明に焦点を当てているため，対象の範囲は狭い。 

 

 

図 A.3－利用状況網羅性の概念 

第二に，図 A.3 は，利用状況網羅性の概念，すなわち，想定される全ての利用状況（N）と，実際に使用

できるそれぞれの利用状況との関係を示している。図 A.3 において，ケース 3 及びケース X は実際には利

用できない状況である。したがって，利用状況網羅性の度合いは（N-2）/N となる。しかし，提案した利

用時品質モデルは，利用の効果及び影響に焦点を当てているため，利用できない状況は対象に含まれない。

これは，想定される状況が前提条件であることを意味する。もし状況が変化し，対象の情報システム及び

IT サービスシステムを利用することが可能でない場合は，“利用”が利用時品質の前提条件であるため，

利用時品質を測定することは可能でない。“利用”を考慮する場合，利用状況が事前に定義される。したが

って，状況が変化した場合，その利用状況は事前に定義された利用状況になる。 

しかし，状況の変化に対応することは重要である。この問題は，改正版 JIS X 25010 の製品品質モデル

で定義されている“インタラクション容易性”における“ユーザ支援性”及び／又は“柔軟性”における

“適応性”への反復的な品質改善によって解決可能である。その結果，製品は良い“保守性”をもつこと

になる。情報システム及び IT サービスシステムが想定される状況下で利用できるか否かは，その仕様に依

存する。したがって，利用状況網羅性は製品品質の副特性の一つとなることがある。  

想定される全ての利用状況

ケース1
利用状況

ケース2
利用状況

ケース3
利用状況

ケース N
利用状況
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附属書 B 
（参考） 

 
品質特性，品質副特性及びそれらの利害関係者のニーズの関係 

表 B.1 に，品質特性，品質副特性及びそれらの利害関係者ニーズの関係を示す。 

各利害関係者のニーズは四つのグループに分類することができるが，全てのグループに対して一意に定

義することが難しいため，表 B.1 は参考として，各利害関係者のニーズを分類して命名する例を示してい

る。各グループの利害関係者のニーズの記述から，利用時品質特性，副特性及び測定量が要求事項として

定義される。 

関心のある側面は，製品の利用に関与する利害関係者の様々な関心事を表しており，利害関係者ニーズ

の源である。これらは，様々な種類の利害関係者によって，異なるように又は類似するように，記述され

命名される。そのような関心のある側面を，これらの異なる利害関係者間で一貫して定義することは困難

である。しかし，この規格で定義している利用時品質の副特性又はそれらの組合せを用いることで，関心

のある側面の大部分を記述すると考えられる。同様に，利用時品質の副特性に測定量を対応付けることで，

関心のある側面を定量的に記述すると考えられる。 

 

表 B.1-品質特性，品質副特性，利害関係者及びそれらの関心のある側面の関係例 

満たすべきニーズの範囲 各利害関係者の種類に対する（ニーズの源としての）関心のある側面 
特性 副特性 責任組織 運用操作者 顧客 公共及び社会 

便益性 －ユーザビリティ 
－アクセシビリティ 
－適合性 

－コスト及び便益 
－マネジメントの労

働時間 
－運転操作の労働時

間 
－株価 
－利点 

－効果 
－効率 
－満足 

－効果 
－効率 
－満足 

－税収 
－株価指数 
－雇用 

リスク

回避性 
－経済リスク回避性 
－健康リスク回避性 
－環境及び社会リス

ク回避性 
－人間生命及び生活

リスク回避性 

－信頼性 
－責任追跡性 
－安全性 
－プライバシー 
－セキュリティ 
－可用性 
－機密性 
－保守性 

－安全性 
－プライバシー 
－自己制御性 
－信頼性 

－安全性 
－プライバシー 
－自己制御性 
－信頼性 

－大気温度 
－COx 排気量 
－騒音 
－水質 
－事故又は事件

の件数 
－損害額 
－犯罪 

受容性 －経験保有性 
－トラストワージネ

ス 
－遵守性 

－信用性 
－透明性 
－ブランドイメージ 
－企業統合理念（CI） 
－忠誠心 
－トレーサビリティ 
－サービス支援 
－前科なし 
－倫理 

－信用 
－透明性 
－倫理 
－良いツール 
－優れたマニュ

アル 
－優れたトレー

ニング 

－信用 
－透明性 
－倫理 

－信用 
－透明性 
－倫理 
－公正な取引 
－自然への配慮 
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附属書 C 
（参考） 

 
利用時品質特性及びその効果並びに影響の例 

表 C.1 に，異なる利害関係者ニーズ及び利用時品質の特性の例を示す。これらの例では，ドローンを使

用した商品配送の事例について説明している。この例で，各利害関係者の活動，各利害関係者のニーズ及

びそれらの詳細を示す。 

 

表 C.1－異なる利害関係者ニーズ及び利用時品質特性の例 

利害関係者 ニーズに対応する利用時品質特性 
便益性 リスク回避性 受容性 

運用操作者 
 
例 
配送サービスの運用操

作者が複数のドローン

を使って顧客へ商品を

空輸する準備を行うと

き，運用操作者は，成

功裏に配送サービスを

完了することを意図し

ている 

ユーザビリティ（ユーザビリ

ティの効果及び効率） 
－指定された商品を正しくピッ

クアップし，配送先住所を

入力及び確認し，飛行経路

を設定し，ドローンに商品

を積載して飛行準備を整

え，顧客に配送できるよう

にすることが容易であるこ

と 
－飛行経路をリアルタイムで自

動調整できるドローンを使

うと，配送用の飛行経路の

設定が短時間で容易にでき

ること 
－いつどこから出発するかにつ

いて，目的地の住所並びに

コマンド指令を入力及び確

認する際の操作間違いを起

こさないこと 
－飛行中のドローンの現在の位

置及び状態（例えば，飛行姿

勢，速度，方向，高度）を容

易に確認できること 
－ドローンの出発準備中，飛行中

及び帰還時のプロセスを通

じて，個々のドローン及び

ドローン配送システムの潜

在的な故障を容易に確認で

きること 
ユーザビリティ （満足） 
－日常の運用操作時に，疲労感及

びストレスを感じず，身体

的及び精神的に快適である

こと 

経済リスク回避性 
－高い配送成功率及び極めて低

い事故発生率で，安定した

収益を伴う運用を継続で

き，十分に持続可能である

こと 
環境及び社会リスク回避性 
－運用操作者の作業環境が悪化

（例えば，騒音，長時間労

働）しないようにするため

に十分かつ確実な運営であ

ること 
人間生命及び生活リスク回

避性 
－運用操作者及び一般の人々と

の偶発的衝突を十分に自動

的に回避できること 
－運用操作者及び一般の人々へ

の意図的な攻撃を目的とし

た制御操作の乗っ取りを避

けるために，不正アクセス

に対して十分に安全である

こと 
－システム及びサービスの運用

操作時に生理的及び心理的

な負荷が少ない運用業務を

継続的に行うことが十分可

能であること（例えば，事件

の少ない配送作業を確保す

ることで，ドローン運用操

作者のストレスを軽減する

など） 

経験保有性 
－配達及び帰還について，より

速い経路及び所要時間に

ついて学習可能であるこ

と 
－飛行経路での避けるべき場

所及び危険な行動につい

て，ドローンの機械学習へ

の命令又は機械学習の促

進に関して学習可能であ

ること 
トラストワージネス 
－リアルタイムでドローンの

実際の状態（例えば，幾何

学的地点，姿勢，スピード，

加速度，方向，高度）に関

する正確な情報を監視及

び記録できること 
－ドローンが自律的に操作さ

れている場合又は運用操

作者からの指示若しくは

指令を受け取っている場

合でも，日常的な操作及び

緊急時の操作において，禁

止された行動を完全に回

避していることを示すの

に十分な透明性をもって，

ドローンの実際の状態に

関する正確な情報を監視

及び記録できること 
遵守性 
－次を判断するために，飛行中

のドローンの実際の状態

に関する正確な情報を監

視及び記録できること 
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利害関係者 ニーズに対応する利用時品質特性 
便益性 リスク回避性 受容性 

アクセシビリティ 
－複数の場所から簡単に操作で

き，いつでも飛行中のドロ

ーンの監視及び制御を引き

継げること 
－障がいがある運用操作者にも

操作可能であること 
適合性 
－指定された顧客（例えば，個人

ID，住所，所在地）にドロー

ンが商品を完全かつ確実に

配送したことを確認するこ

とが容易であること 

・顧客との合意事項に合致し

ているかどうか 
・規制又は法律で許可されて

いる飛行範囲での飛行

経路を自動選択してい

るかどうか 

顧客 
（商品を購入して飛行

ドローン配送サービス

を利用しようとする

人） 
 
例 
顧客が飛行ドローンを

使用した配送を要求す

る場合，顧客は飛行ド

ローン配送サービスに

必要な入力情報を付け

て商品の購入手続きを

し，配送要求すること

が可能である 

ユーザビリティ（ユーザビリ

ティの効果及び効率） 
－配送情報の入力を間違うこと

なく容易に注文できること 
－ドローンが出発後でも，顧客が

製品を受け取れる場所及び

時間の変更が容易であるこ

と 
－商品を破損することなく受け

取れること 
－ドローンの商品配送状況を確

認し，タイミングよく受け

取る準備を容易にできるこ

と 
ユーザビリティ（満足） 
－多くの場合，希望の日時に破損

なく配送でき，快適と感ず

るに十分な頻度であること 
－飛行ドローン配送サービスを

利用する場合，他の方法と

比較して，十分に安価で費

用対効果が高いこと 
アクセシビリティ 
－配送先の変更を要求できるこ

と 
－ドローンの飛行位置を監視し，

どこからでも配送先を変更

できること 
－広範囲の地域及び場所から，高

い配送成功率及び極めて低

い事故発生率で，通常時又

は緊急時に利用できること 
－障がいのある従業員が操作で

きること 
適合性 
－通常時及び緊急時において，希

望の日時に商品を破損なく

経済リスク回避性 
－購入した商品に破損又は損失

の発生（例えば，誤った住所

への配送，顧客でない間違

った相手への配送，飛行中

の衝突）が極めて少ないこ

とを示す説得力のあるデー

タを提示できること 
－顧客は，配送中の事故又は事

件によって，商品若しくは

他の実体又は人々への損害

に対する支払い又は補償を

免除する保険の提供につい

て十分に知らされること 
環境及び社会リスク回避性 
－顧客環境へ影響を及ぼす事故

又は事件（例えば，ドローン

接近時の騒音，樹木又は植

物への衝突，顧客が使用す

る水，土，空気などの天然資

源の汚損）が極めて少ない

ことを示す説得力のあるデ

ータを提示できること 
人間生命及び生活リスク回

避性 
－顧客との偶発的衝突を自動的

に回避することの説得力の

あるデータを提示できるこ

と 
－運用操作者及び人々への意図

的な攻撃のための制御操作

の乗っ取りを目的とした不

正アクセスから十分に保護

されていること 

経験保有性 
－飛行ドローン配送サービス

を利用するか，又は他の方

法を利用するか，コスト及

び利便性の実績，並びに改

善判断を，利用記録から学

習可能であること 
トラストワージネス 
－サービスの利用によって，飛

行ドローン配送が顧客の

要求のとおりに正確かつ

時間どおりで十分利用可

能であることが納得でき

るほど明確であること 
遵守性 
－サービスの利用を通じて，シ

ステム及びサービスが，顧

客とサービス提供者との

間の合意にそって運用さ

れていることが納得でき

るほど明確であること 
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便益性 リスク回避性 受容性 

受け取れること 
－悪天候下でも，運用操作者との

交渉によって商品を飛行ド

ローンで受け取ることが可

能なこと 

責任組織 
 
例 
配送サービス提供者

は，配送可能地域を拡

張するため，及び顧客

の要求に応じてドロー

ンを使った高速化配送

サービスの顧客を増や

すために，飛行ドロー

ン配送の利点を示すこ

とを意図している 

ユーザビリティ（ユーザビリ

ティの効果及び効率） 
－指定された商品をピックアッ

プし，ドローンに商品を積

載して飛行準備を整え，顧

客に短いリードタイムで配

送できるようにすることが

容易であること 
－短い配送時間内に大量の商品

を顧客に配送できること 
－業務運用を継続するため，運用

操作及び管理の負担を最適

化又は軽減できること 
ユーザビリティ（満足） 
－システム及びサービスが様々

な顧客の要求を満たすこと

で商品を配送することがで

きるという運用操作データ

を示すこと又は許容範囲で

の遅延及び破損で遠隔地に

指定時刻どおりの配送を継

続することによって，他の

配送サービス方法と比較し

て，顧客を惹きつけるのに

十分な競争力があることを

正当化できること 
アクセシビリティ 
－拡張可能なサービス提供地域

のために，様々な場所及び

地点から容易に操作できる

こと 
－障がい者を運用操作者として

雇用できること 
－社会的責任の一環として，シス

テム及びそのサービスが事

故又は自然災害からの復旧

のために要請される支援物

資などの必需品を，困難な

状況であっても飛行ドロー

ンによって提供できること 
適合性 
－顧客及び公共からの良好な評

判を獲得し，配送サービス

事業を継続するのに十分な

利益を得るために，最大限

経済リスク回避性 
－システム故障が発生したとき

の補償責任を軽減するため

に，十分に短い期間内で回

復できること 
環境及び社会リスク回避性 
－環境又は社会的資産に悪影響

を及ぼす事故（例えば，ドロ

ーンが墜落し，山，森林又は

人家に引火する可能性な

ど）の発生を継続的に最小

化することが十分に可能で

あること 
人間生命及び生活リスク回

避性 
－運用操作者及び人々への偶発

的衝突を十分に自動回避で

きること 
－運用操作者及び一般の人々へ

の意図的な攻撃を目的とし

た制御操作の乗っ取りを避

けるために，不正なアクセ

スから十分に保護されてい

ること 
－システム及びサービス運用操

作時に生理的及び心理的な

負荷の少ないことが確かな

業務に継続的に従業員を従

事させることが十分可能で

あること（例えば，事故の少

ない配達業務を確保して従

業員のストレスを軽減す

る，基地帰還時のドローン

の点検及び清掃の労力を軽

減するなど） 

経験保有性 
－飛行ドローン配送サービス

の動作中に経験した事件

の記録から，高額な補償を

引き起こす可能性のある

事故及び事件の防止に関

して学習可能であること 
トラストワージネス 
－ドローンが自動的に機械学

習又は自立的な動作を行

うことを自動的に可能な

場合でも，ドローンは完全

に禁止行動を回避しかつ

運用操作者の指示又はコ

マンド指令に従うことを，

ドローンの実際の状態に

関する信頼できる情報を

十分な透明性をもって，監

視及び記録できること 
－配送までの時間，アイドル時

間，商品の破損レベル，並

びに事故の頻度及び重大

さのような，業務プロセス

改善のための情報を含む，

配送成功率を決める，シス

テム及びサービスの実績

データの分析が容易なこ

と 
－システム及びサービスの信

頼できる日常の運用操作

を示すことによって，重大

な事件，問題又は事故が発

生することなく，持続可能

な配送サービス事業を確

実に行うこと 
－問題又は事件の報告の迅速

な対応及び公開すること

によって説明責任を果た

すこと 
－サービスの運用が顧客及び

社会全般に良い対応をし

ているかどうかを知るた

めに顧客の声に関するフ

ィードバック情報にアク

セスできること（例えば，
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利害関係者 ニーズに対応する利用時品質特性 
便益性 リスク回避性 受容性 

の利用可能な状況（例えば，

悪天候下，自然災害時，事故

時）でも，十分に高い配送成

功率を維持し，飛行ドロー

ン配送サービスを継続的に

運用すること 

顧客のクレーム又は否定

的意見の解決状況，顧客及

び社会全体からの評判な

ど） 
遵守性 
－日常の運用操作が，国際的な

又は地域的な規制若しく

は法律に明確に適合して

いることを，説得力をもっ

て示せる信頼性がみられ

ること（例えば，飛行経路，

地域，高度，人々の付近で

のドローンの振る舞い） 
公共及び社会 
 
例 人々1 
潜在顧客，すなわち，

交通手段が不便な場所

（例えば，山間部，離

島，災害被災地）に居

住若しく滞在してい

る，又は医療上の理由

で外出が困難であるた

め，飛行ドローン配送

サービスを利用する意

向はあるが，まだ利用

していない顧客 

ユーザビリティ（ユーザビリ

ティの効果及び効率） 
－社会全般における効率的な配

送サービスの少なくとも一

つの手段として認識できる

こと 
ユーザビリティ（満足） 
－信頼できる生活を持続するた

めに十分な便利さ及び快適

さを継続的に感じることが

できること 
アクセシビリティ 
－困難な状況下（例えば，事故又

は自然災害からの復旧，豪

雨又は強風のような悪天

候，医療上の理由による市

街地の封鎖）でも，飛行ドロ

ーンに必需品の配送サービ

スの実行を依頼できること 
適合性 
－許容可能な時間内，我慢できる

範囲内の破損でシステム及

びサービスを平時及び緊急

時に利用できること 

経済リスク回避性 
－経済的損失を引き起こす問題

（例えば，商品の紛失又は

破損，間違った住所への配

送，人又は建物若しくは施

設との衝突）の発生が非常

に少ないことを過去の運行

データから示す，説得力の

ある情報があること 
環境及び社会リスク回避性 
－人々が居住している場所の周

辺で環境に悪影響を与える

又は損害（例えば，騒音，景

観への損害）を与える事故

若しくは事件が非常に少な

いことを示す，説得力のあ

る情報があること 
人間生命及び生活リスク回

避性 
－飛行中のドローンが人に危害

を加えるような激しい衝突

を回避するための緊急行動

をとることができること

を，説得力をもって示せる

こと 

経験保有性 
－飛行ドローン配送の有用性

に関して学習可能である

こと 
トラストワージネス 
－システム及びサービスがド

ローン配送サービスを十

分に維持できることを示

す，明らかに信頼性の高い

日常的な実績があること 
遵守性 
－サービス提供者と顧客との

間の合意を満たすために，

厳格に運用操作されてい

ると，十分な信頼性がみら

れること 

公共及び社会 
 
例 人々2 
ドローンが飛行する可

能性のある経路の周辺

又は地区に住んでいる

人々 

ユーザビリティ（ユーザビリ

ティの効果及び効率） 
－飛行ドローン配送サービスが

追加の心配事なしに，選択

可能な配送方法の一つであ

ることを認識できること 
ユーザビリティ（満足） 
－別のドローンが飛行する可能

性のある経路の周囲におい

ても飛行ドローン配送サー

ビスが妨害を受けることな

く快適に操作可能であるこ

経済リスク回避性 
－ドローンが飛行経路付近の施

設（例えば，建物，家屋，車

両，アンテナ，電線）との衝

突を回避できることを，説

得力をもって示せること 
環境及び社会リスク回避性 
－環境に損害を与える事故又は

事件（例えば，飛行中のドロ

ーンの騒音，失われた商品

又は破損した商品から漏え

い（洩）した化学物質又はバ

経験保有性 
－システム及びサービスが提

供する情報（データ）を通

じて，飛行ドローン配送サ

ービスを問題なく利用す

る方法について学習可能

であること 
トラストワージネス 
－システム及びサービスが，飛

行ドローン配送サービス

の飛行経路の周辺住民か

ら提起される懸念を含む
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と 
アクセシビリティ 
－ドローン飛行の可能性がある

経路の周囲に住んでいる

人々がクレームを配送サー

ビス業者に容易に送れるこ

と 
適合性 
－ドローン飛行の可能性のある

経路の周辺であっても，飛

行ドローン配送サービスか

ら妨害を受けることなく自

分の日常生活を送れること 

イオ製品の拡散によって発

生する大気，水，土壌などの

天然資源の汚染）がごく僅

かであることを，説得力を

もって示せること 
人間生命及び生活リスク回

避性 
－飛行ドローンが，飛行経路の

付近の人々との衝突を回避する

ための緊急行動をとれる能力を

もつことを，説得力をもって示

せること 

問題への対処し，解決する

ための十分な誠実性を備

えていることを示す，明ら

かに信頼性の高い日常的

な実績があること 
－危険物（例えば，爆発物，有

害化学物質）の運送を避

け，及び脅威となる動作

（例えば，人々の頭上を極

端に低空飛行する）を避け

るように，システム及びそ

のサービスが十分注意深

く運用されていることを

示す，明らかに信頼性の高

い日常的な実績があるこ

と 
遵守性 
－システム及びそのサービス

が，広域の及び地域的な規

制法又は法律（認可された

飛行経路，地域）に従って

運用されていることを明

確に示す信頼性の高い日

常的な実績があること 

  



28 
X 25019：0000 (ISO/IEC 25019：2023) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

附属書 D 
（参考） 

 
利用時品質モデルをアプリケーションに適用する事例 

D.1 例 1：電力供給会社 

－ 目的：安定的に電力を供給すること 

－ “利用”：運用操作者による（公益事業又は電力会社の中央制御室での）操作 

表 D.1 を参照。 

表 D.1－電力供給システムでの利用時品質モデル適用結果の例 

 運用操作者 
（制御システムの運

用操作者） 

顧客 
（住居，店舗等の地域の

人々） 

責任組織 
（電力供給会社） 

公共及び社会全体 
（地方自治体，交通

制御システム，道路

照明） 
便益性 ユーザビリティ 必要なときに電気を使

う能力 
費用対効果の目的の

達成 
雇用率，税収 

リスク回避性 低い誤り率，より少な

い疲労 
安全性，信頼性 電気供給停止の回避 環境又は社会全体へ

の適合 
受容性 運用操作への信用 利用への信用 遵守性，ブランド，マ

ネジメントへの信用 
公平で安定した供給 

D.2 例 2：自動運転公共バス 

－ 目的：乗客を安全に目的地のバス停まで移送すること 

－ “利用”：運用操作者による（中央制御室での）操作 

表 D.2 を参照。 

表 D.2－自動運転バス運行システムでの利用時品質モデル適用結果の例 

 運用操作者 
（自動運転バスの運用

操作者） 

顧客 
（乗客，スポンサ） 

責任組織 
（バス運行会社，政

府） 

公共及び社会全体 
（地方自治体，歩行

者，その他の車両交

通） 
便益性 ユーザビリティ 使いやすい（日常利用，

乗降のしやすさ），時間

短縮，投資メリット 

目的の達成（社会全

体への貢献，費用便

益），株価影響 

雇用率，税収，優良企

業 

リスク回避性 低い誤り率，より少ない

疲労，自動制御 
転倒防止のための合理

的な費用，定時運行，信

頼のおける広告媒体 

定時運行，無事故，

安全運行の維持 
環境又は社会全体へ

の適合（CO2 排出量

の削減），交通事故の

低減 
受容性 運用操作の信用，倫理性

及び遵守性 
利用への信用， 
反社会勢力の排除 

遵守性（交通法 a)，政

府の規制），有名ブラ

ンド 

公正な取引（他の交

通手段との互換性） 

注 a) 対象国際規格の誤記を訂正し訳している（“traffic low”を“traffic law”に訂正）。 

D.3 例 3：小売りシステム（コンビニエンスストアシステムなど） 

－ 目的：商品を容易に管理，販売，又は購入すること 



29 
X 25019：0000 (ISO/IEC 25019：2023) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

－ “利用”：レジシステム若しくは注文端末を使う店員による運用操作，又はセルフレジシステムを使う

顧客による操作 

表 D.3 を参照。 

表 D.3－小売りシステム（コンビニエンスストアシステムなど）での利用時品質モデル適用結果の例 

 運用操作者 
（店員，セルフレジシ

ステムを利用する買

物客） 

顧客 
（買物客，供給者） 

組織 
（コンビニエンスス

トア） 

公共及び社会 
（居住地，地域の学

校） 

便益性 ユーザビリティ 供給者と顧客との間

の取引の容易性 
販売目標の達成 雇用率，税金収入，営

業時間の高稼働率，

近郊のイベントによ

って変わる商品 
リスク回避性 低い誤り率，操作のや

り直しが容易 
安全性，信頼性 欠品を防ぐ， 

開店の継続 
環境又は社会全般へ

の適合 
受容性 運用操作への信用 取引への信用 遵守性，ブランド，マ

ネジメントへの信用

（反社会勢力による

駐車場利用の排除） 

商品の公平かつ安定

した供給，信頼でき

るごみ収集 

D.4 例 4：銀行システム（オンラインバンキングシステムなど） 

－ 目的：顧客が取引を行い，銀行員が取引を管理すること 

－ “利用”：オンラインバンキングシステムを使う顧客による操作，又は銀行内システムを使う銀行員に

よる運用操作 

表 D.4 を参照。 

表 D.4－オンライン又は物理的な銀行システムでの利用時品質モデル適用結果の例 

 運用操作者 
（銀行システムを利用

する銀行員，オンライン

バンキングシステムを

利用する顧客） 

顧客 
（オンラインバンキン

グシステムを利用する

顧客） 

組織 
（銀行） 

公共及び社会 
（居住地，地方自治

体，当該地域の中小

企業） 

便益性 ユーザビリティ ユーザビリティ，望ん

だ取引を成功させる能

力 

取引金額の正確性の

保証 
雇用率，税収 

リスク回避性 低い誤り率，より少ない

疲労 
安全性，信頼性 ミッションクリティ

カルシステムを停止

又は誤作動させる取

引の排除 

環境又は社会全体へ

の適合 

受容性 運用操作への信用 利用への信用 遵守性，ブランド，

経営への信用 
公正かつ安定した市

場 

D.5 例 5：病院システム（電子カルテシステムなど） 

－ 目的：統合された患者データを正確かつ高いセキュリティで管理すること 

－ “利用”：医師，看護師又は事務職員による運用操作 

表 D.5 を参照。 

表 D.5—病院システムでの利用時品質モデル適用結果の例 
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 運用操作者 
（医師，看護師，事務

職員） 

顧客 
（患者，その家族，薬剤

師，医療関係者） 

組織 
（病院） 

公共及び社会全体 
（居住地，地方自治

体） 
便益性 ユーザビリティ 少ない待ち時間，安定し

た処理 
安定した病床利用率 雇用率，税収，利用し

やすい及び訪問しや

すい 
リスク回避性 低い誤り率，より少な

い疲労 
安全性，信頼性，医療シ

ステムの透明性 
医療事故，特に人命に

関わる事故の回避 
市民の医療事故の回

避 
受容性 運用操作への信用 利用への信用 遵守性，ブランド，経

営への信用 
信用できる安定した

経営 

D.6 例 6：基幹業務システム（社内調達システムなど） 

－ 目的：社内調達システムをより効率的にすること 

－ “利用”：従業員又はシステムからのデータを扱う職員による運用操作 

表 D.6 を参照。 

表 D.6—社内調達システムでの利用時品質モデル適用結果の例 

 運用操作者 
（従業員，システムから

のデータを扱う職員） 

顧客 
（供給者） 

組織 
（会社） 

公共及び社会 
（居住地，地方自治

体） 
便益性 ユーザビリティ，アクセ

シビリティ 
正しい発注 作業効率，勤務時間の

短縮 
雇用率，税収 

リスク回避性 低い誤り率，より少ない

疲労，低ストレス，操作

のやり直しが容易 

安全性，信頼性 アクセス集中に起因

するネットワーク負

荷増大の回避 

ペーパーレス又は低

消費電力による環境

又は社会全体への適

合 
受容性 運用操作への信用 発注詳細内容への信

用 
遵守性，経営への信用 地域での評判 

D.7 例 7：大学システム（授業管理システムなど） 

－ 目的：授業管理をより効率的にすること 

－ “利用”：大学生，大学職員，大学講師（教授，助教授など）による運用操作 

表 D.7 を参照。 

表 D.7—授業管理システムでの利用時品質モデル適用結果の例 

 運用操作者 
（大学生，大学職員及び

大学講師） 

顧客 
（家族，大学生，大学

講師及び機器供給者） 

組織 
（大学） 

公共及び社会 
（居住地，商業地区，

地方自治体） 
便益性 ユーザビリティ， 

アクセシビリティ 
履修登録申請の正確

な情報，テキスト又は

機器を必要とする学

生数 

作業効率，勤務時間の

短縮 
人が集まる時間帯に

応じた順序付け 

リスク回避性 低い誤り率，より少ない

疲労，正確な履修登録申

請，申請状況 a)の確認が

容易，情報漏えい（洩）

防止 

安全性，信頼できるデ

ータ 
安全性，信頼できるデ

ータ 
環境又は社会全般へ

の適合，周辺地域の

交通整理 

受容性 運用操作への信用 利用への信用 経営への信用 地域での評判 
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 運用操作者 
（大学生，大学職員及び

大学講師） 

顧客 
（家族，大学生，大学

講師及び機器供給者） 

組織 
（大学） 

公共及び社会 
（居住地，商業地区，

地方自治体） 
注 a) 対象国際規格の誤記を訂正し訳している（“application statue”を“application status”に訂正）。 
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